
保護局

一般会計

担当部局庁

更生保護活動の適切な実施

担当課室 更生保護振興課

上位政策

西村　穣

会計区分

　補助対象である更生保護法人への立入検査，補助事業の実績報告に基づく履行確認，日々の業務遂行における連
絡等により把握している。

総事業費(執行ベース) 65

30

執行率 74.3%

19年度 21年度

予算額(補正後） 35

20年度

35

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　就労の困難な刑務所出所者等の就労を促進して，その再犯防止・改善更生を図るため，更生保護法人が行う就労支
援事業について，国が経費の一部を補助することを目的としている。

　刑務所出所者等の就労を確保し，再犯を防止するため，平成１８年度から，厚生労働省と連携して，身元保証等の各
種支援メニューの活用を始めとする総合的就労支援対策を実施している。
　平成２１年度は，１，２９９人が本制度を活用し，身元保証を得て就職した。

22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　身元保証が得られないため就労が確保できない刑務所出所者等について，身元保証事業者から身元保証を得るた
めに必要な経費を，国が２分の１を交付限度として補助するもの。
（別添参照）

23年度要求

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

35

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

関係する計
画、通知等

更生保護事業法（平成７年法律第８６号）第５８
条ほか

「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」等

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　事業実施対象，事業実施内容，事業実施計画，補助金の交付基準，資金の流れ等について点検を行ったが，適切に
実施されており，現時点において特に見直す必要は認められない。なお，平成２１年度において不用額が生じている
が，就労が困難な刑務所出所者等は依然として多数存在しているため，当面は現在の事業規模を維持することとし，
適正な事業規模については引き続き点検・検討を行い，必要に応じて見直しを図ることとする。

自
己
点
検

3535

26

61 52

執行額 32

事業番号 0049

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(　法　務　省　)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１８年度就労支援事業補助

91.4% 85.7%

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

現状のまま

補
　
記



（注）

更生保護法人が行う就労
支援事業に対する補助金

の交付

【補助金の交付】

Ａ．更生保護法人
２６百万円

補助金及び自己資金等を
活用した助成金の交付

Ｃ．保護観察対象者等
２６百万円

就職時の身元保証を得る
ために要する費用

法務省
２６百万円

　端数処理の関係から，一部整合しない場合がある。また，他頁の表とも，端数処理の関係から一部整合
しない場合がある。

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかにつ
いて補足する)
(単位:百万円)

【助成金の交付】

Ｂ．更生保護法人
２６百万円

助成金を活用した一時保
護事業の実施

【給与金の交付】



（　Ａ　別　紙　）

（　Ｂ　別　紙　）

（　Ｃ　別　紙　）

支 出 先 支 出 内 容 金額（百万円）
更生保護法人日本更生保護協会 補助金交付 26

支 出 先 支 出 内 容 金額（百万円）
更生保護法人愛知県更生保護協会 助成金交付 2
更生保護法人東京保護観察協会 助成金交付 2
更生保護法人大阪府更生保護協会 助成金交付 2
更生保護法人札幌更生保護協会 助成金交付 2
更生保護法人千葉県更生保護事業助成協会 助成金交付 1
更生保護法人神奈川県更生保護協会 助成金交付 1
更生保護法人鳥取県更生保護観察協会 助成金交付 1
更生保護法人兵庫県更生保護協会 助成金交付 1
更生保護法人京都府更生保護協会 助成金交付 1
更生保護法人群馬県更生保護協会 助成金交付 1

支 出 先 支 出 内 容 金額（百万円）
個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0

個人 身元保証料 0.0

個人 身元保証料 0.0
個人 身元保証料 0.0



26

0計 0 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

更生保護事業
費補助金

就労支援事業費 0

C.個人 G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 2 計

更生保護事業
費補助金

就労支援事業費 2

B.更生保護法人愛知県更生保護協会 F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0計 26 計

費　目
金 額

(百万円）
使　途

更生保護事業
費補助金

就労支援事業費

金 額
(百万円）

A．更生保護法人日本更生保護協会

使　途

E.

費　目



就労支援事業補助の概要

法務省

補助金交付（１／２）

更生保護法人
日本更生保護協会

更生保護法人
（県更生保護協会等）

１人当たり４万円の助成
（補助金＋日本更生保護
協会の自己資金）

身元保証事業者

保証料の助成

雇用主

就職
身元保証のための保証料
の支払い

身
元
保
証
の

条
件
の
合
意

・１年間保証
・事故時に損害額について見舞金

事 故 時 の 見 舞 金

１ 沿革
我が国の更生保護諸活動を行う民間団
体の中心的存在であり，昭和１４年に財
団法人として設立。更生保護事業法施
行に伴い，平成８年に更生保護法人

２ 事業内容
（１）更生保護事業に携わるボランティア

の研修

（２）犯罪や非行防止のための世論啓発
（３）更生保護事業に関する図書の出版
（４）更生保護施設など更生保護事業に

携わる団体への連絡及び助成

（５）処遇プログラムの開発等に関する
調査研究

（６）カウンセリング講座の開設
（７）就労支援等の自立促進事業
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